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平成２９年３月２８日 

 

新潟市・田上町 
 



 

 

新潟市及び田上町における連携中枢都市圏の形成に係る連携協約 

 

新潟市（以下「甲」という。）及び田上町（以下「乙」という。）は、連携中枢

都市圏構想推進要綱（平成２６年８月２５日付け総行市第２００号総務省自治行

政局長通知）に基づく連携中枢都市圏として新潟広域都市圏（以下「圏域」とい

う。）を形成するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり連携協約を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この連携協約は、甲及び乙が連携して、圏域全体の経済成長のけん引、

高次の都市機能の集積・強化及び圏域全体の生活関連機能サービスの向上を図

ることにより、人口減少・少子高齢社会にあっても、活力ある地域経済を維持

し、住民が安心して快適な暮らしを営むことができる圏域を形成することを目

的とする。 

 

（基本方針） 

第２条 甲及び乙は、前条に規定する目的を達成するため、次条に規定する取組

を連携して推進するものとする。 

 

（連携する取組及び役割分担） 

第３条 甲及び乙が連携する取組及び役割分担は、別表に掲げるとおりとする。 

 

（費用負担） 

第４条 前条に規定する取組に要する費用の分担については、甲及び乙が協議し

て別に定める。 

 

（協議） 

第５条 甲及び乙は、この連携協約の推進に関し連絡調整を図るため、毎年度協

議を行うものとする。 

 

（変更及び廃止） 

第６条 この連携協約を変更し、又は廃止しようとする場合は、甲及び乙の協議



 

 

によるものとする。この場合において、甲及び乙は、地方自治法第２５２条の

２第４項の規定により、あらかじめ議会の議決を経なければならない。 

 

附 則 

この連携協約は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

この連携協約の締結を証するため、本協約書２通を作成し、甲及び乙が署名押

印の上、各１通を保有する。 

 

 

平成２９年３月２８日 

 

 

甲  新潟県新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

 

   新潟市 

 

   市長   

 

 

乙  新潟県南蒲原郡田上町大字原ヶ崎新田３０７０番地 

 

   田上町 

 

   町長   

 



 

 

別表（第３条関係）  

 

１ 圏域全体の経済成長のけん引  

取組 甲の役割 乙の役割 

産学金官民が

一体となった

経済成長の推

進 

産学金官民一体となっ

た懇談会を設置して新

潟広域都市圏ビジョン

の進捗管理を行うとと

もに、今後の圏域の在り

方の検討に取り組む。 

乙と連携して、新

潟広域都市圏ビ

ジョンの進捗管

理を行うととも

に、経済成長の推

進に中心となっ

て取り組む。 

甲と連携して、新

潟広域都市圏ビ

ジョンの進捗管

理に協力すると

ともに、経済成長

の推進に取り組

む。 

創業促進や地

域企業等の成

長促進 

創業への支援、地域企業

等による新規事業展開

や販路拡大の支援など

に取り組む。 

乙と連携して、地

域企業等の成長

促進に中心とな

って取り組む。 

甲と連携して、地

域企業等の成長

促進に取り組む。 

地域資源を活

用した地域経

済の裾野拡大 

地域資源を活用した商

品・サービスの開発や販

路開拓の推進に取り組

む。 

乙と連携して、地

域経済の裾野拡

大に中心となっ

て取り組む。 

甲と連携して、地

域経済の裾野拡

大に取り組む。  

戦略的な観光

施策 

観光客の受入環境の整

備を図りながら、圏域内

の観光資源を活用し、コ

ンベンション等（ＭＩＣ

Ｅ）も含めた交流人口の

拡大に取り組む。 

乙と連携して、戦

略的な観光施策

の推進に中心と

なって取り組む。 

甲と連携して、戦

略的な観光施策

の推進に取り組

む。 

その他、圏域

全体の経済成

長のけん引に

係る施策 

国内外に対する効果的

な情報発信等により、経

済成長のけん引に取り

組む。 

乙と連携して、経

済成長のけん引

に中心となって

取り組む。 

甲と連携して、経

済成長のけん引

に取り組む。  

 



 

 

２ 高次の都市機能の集積・強化  

取組 甲の役割 乙の役割 

高度な中心拠

点や圏域内外

へのアクセス

拠点の整備 

高度な中心拠点や交通

アクセス拠点の整備、利

用促進等に取り組む。 

高度な中心拠点

の整備等に取り

組む。 

甲の取組に協力

する。 

高等教育・研

究開発の環境

整備 

高度専門的な研究開発

機関の環境整備や研究

成果の活用等に取り組

む。 

研究開発の環境

整備等に取り組

む。 

甲の取組に協力

する。 

 



 

 

３ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上  

 （１） 生活機能の強化に係る政策分野  

取組 甲の役割 乙の役割 

福祉 少子高齢社会に対応し

た福祉サービスの充実

に取り組む。 

乙と連携して、福

祉の充実に取り

組む。 

甲と連携して、福

祉の充実に取り

組む。 

教育・文化・

スポーツ 

公共施設の相互利用等

による教育・文化・スポ

ーツの振興に取り組む。 

乙と連携して、教

育・文化・スポー

ツの振興に取り

組む。 

甲と連携して、教

育・文化・スポー

ツの振興に取り

組む。 

土地利用 コンパクトシティをは

じめとした、圏域全体の

土地利用の在り方の検

討に取り組む。 

乙と連携して、土

地利用の検討に

取り組む。 

甲と連携して、土

地利用の検討に

取り組む。  

地域振興 地域の観光資源の開発

や商店街の活性化等に

取り組む。 

乙と連携して、地

域振興に取り組

む。 

甲と連携して、地

域振興に取り組

む。 

災害対策 災害時の連携体制の構

築や防災・減災施策の推

進に取り組む。 

乙と連携して、災

害対策に取り組

む。 

甲と連携して、災

害対策に取り組

む。 

 



 

 

 （２） 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野  

取組 甲の役割 乙の役割 

地域公共交通 地域公共交通ネットワ

ークの確保や利便性向

上に取り組む。 

乙と連携して、地

域公共交通の充

実に取り組む。 

甲と連携して、地

域公共交通の充

実に取り組む。 

ＩＣＴインフ

ラ整備 

ＩＣＴ環境の整備や各

分野での活用に取り組

む。 

乙と連携して、Ｉ

ＣＴインフラ整

備に取り組む。 

甲と連携して、Ｉ

ＣＴインフラ整

備に取り組む。 

道路等の交通

インフラの整

備・維持 

道路の老朽化対策やネ

ットワーク機能の向上

に取り組む。 

乙と連携して、道

路等の交通イン

フラの整備・維持

に取り組む。 

甲と連携して、道

路等の交通イン

フラの整備・維持

に取り組む。  

地域の生産者

や消費者等の

連携による地

産地消 

食の安全・安心の確保や

地産地消の推進に取り

組む。 

乙と連携して、地

産地消の推進に

取り組む。 

甲と連携して、地

産地消の推進に

取り組む。  

地域内外の住

民との交流・

移住促進 

圏域の魅力の効果的な

発信等により、東京圏等

からの移住・定住の促進

に取り組む。 

乙と連携して、移

住・定住の促進に

取り組む。 

甲と連携して、移

住・定住の促進に

取り組む。  

 

 （３） 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野  

取組 甲の役割 乙の役割 

人材の育成 圏域内市町村の職員等

の能力向上を図るため、

研修の共同実施等に取

り組む。 

乙と連携して、人

材の育成に取り

組む。 

甲と連携して、人

材の育成に取り

組む。 

圏域内市町村

の職員等の交

流 

圏域内市町村の職員同

士の連携強化等を図る

ため、人事交流の推進に

取り組む。 

乙と連携して、圏

域内市町村の職

員等の交流に取

り組む。 

甲と連携して、圏

域内市町村の職

員等の交流に取

り組む。 

 


